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計画別取組状況（R5.2月末現在）

【基本方針１】行政運営システムの構築

(１)経営志向の行政運営

No. 取組状況 実施計画 実施目標 取組内容 課名

1 Ｈ30
達成

事務事業評価と連動した総合戦略評価
システムの検討

事務事業評価と連動した新たな総合戦略評価システムの運用
を平成３０年度事業の評価から実施する。

事務事業評価と総合戦略評価を一体化した評価シートを作
成し、実施した。

企画
政策課

2 Ｈ30
達成 新行政評価システムの構築

事務事業評価と総合計画・総合戦略評価（政策・施策評価）
の一体的運用により、事務負担の軽減を図るとともに、予算要
求資料等としての活用を模索するため、令和元年度に新システ
ムの運用を目指す。

事務事業評価と総合戦略評価を一体化した評価シートを作
成し、実施した。 財政課

3 Ｒ１
達成 総合戦略と総合計画の統合 総合計画と総合戦略と統合して、社会情勢の変化等に対応で

きる総合計画を策定する。
令和元年度に総合計画と総合戦略を統合した新総合計画を

策定した。
企画
政策課

(２)民間活力の活用

No. 取組状況 実施計画 実施目標 取組内容 課名

4 取組中
マイナンバーカード普及によるコンビ
ニ交付利用件数の向上

住民票等各種証明書の全交付件数に占めるコンビニ交付件数
の割合を令和６年度までに１５％とする。

令和４年度ではマイナンバーカード普及に向け、市内商
業施設、団体や企業等において申請窓口等を設置。R5.1か
らは、コンビニ交付手数料を窓口交付より100円安くしてコ
ンビニでの利用促進を図っている。
【参考：各年度末マイナンバーカード交付件数及び交付率
（累計）】
R1：10,960件（11.9％）、R2：22,541件（24.7％）
R3:36,744件（40.5％）、R4：59.7％（1月末時点）

【参考：各年度末コンビニ交付件数及び交付率】
R1：1,902件（2.31％）、R2：3,568件（4.65％）
R3：6,657件（8.73％）、R4：19.74％（1月末時点）

市民
生活課

5 方針
変更 PPP／PFI導入基本方針の策定

公共施設等の整備に当たり、従来の整備手法に加えPPP／PFI
手法について実施の可能性について検討する優先的検討制度を
含めたPPP／PFI導入基本方針を、令和2年度までに策定する。

基本方針については、内閣府基準の総事業費１０億円以上
を満たすとともに、収益性がある事業がこれまでなかったた
め、策定を保留してきた。今後、それぞれの公共施設等の整
備にあたっては、都度プロジェクトチームを組織し、導入の
可否や効果を検討していく。

財政課

6 Ｒ２
達成 観光客の増加対策 平成３１年４月１日付けでの市内３つの観光団体の組織統合

と、新観光ビジョン戦略計画の策定を目指す。

令和２年４月１日に「（一社）DMOさかい観光局」が設
立。同年1１０月１日に三国観光協会及び坂井市観光連盟は
解散し、DMOが事業を継承した。丸岡観光協会は、桜まつ
り実施団体として観光協会とは別の組織となる。
・観光ビジョン戦略基本計画はH31.3に策定した。

観光
交流課

7 Ｈ30
達成

三国運動公園健康管理センターの指定
管理検討 令和元年度の指定管理による維持管理運営を目指す。 平成３１年４月１日から指定管理による施設運営を開始し

た。
生涯学習
スポーツ課

8 取組中三国駅舎の指定管理検討
令和４年度から令和５年度にかけ、三国駅舎管理運営による

収益が見込まれるものがあれば、令和６年度からの指定管理者
による管理運営を目指す。

施設の規模が小さく、貸出スペースも少ないことなどから、
指定管理者のインセンティブが発揮しづらい施設であり、制
度を導入しても、民間のノウハウを活用した経費の
削減や収入増の効果が期待できない可能性がある。

都市
計画課

1

1



(３)公有資産の適切な管理

No. 取組状況 実施計画 実施目標 取組内容 課名

9 取組中公共施設マネジメント白書の進捗管理

第二次行革実施計画において未達成となった計画を中心に毎
年度、進捗管理を行うとともに、白書の方向性から変更となる
施設については、「個別管理計画」の策定の必要性等の調整を
施設管理所管課と行う。

坂井市公共施設等総合管理計画に基づき、個別施設ごとの
対応方針を定めた「坂井市公共施設等個別施設計画」を令和
２年度に策定した。第２期の見直しに向けて「施設カルテ」
を作成、精査を行う。

財政課

10 定型
業務
移行

地区集会施設の地元移譲

東部集会所は地元との譲渡交渉が進められており、地縁団体
の設立と地元負担による改築により令和元年度までに完了する
予定である。
新九頭竜、霞町の町内公民館は引き続き地元との協議を進め

ていく。

霞町の町内公民館については、地権者との協議が整いR5の
取り壊しが決定している。新九頭竜公民館については、利用
する二つの区と協議を重ねてきたが、建物の老朽化により建
て替えが必要な中、高齢化が進む１区では、今後も合意が得
られない状況であるが、定型的な業務として支援を継続する。

まちづくり
推進課

11 Ｒ２
達成 キンダーホール三国の廃止 キンダーホールを閉鎖し、建物を取り壊す。普通財産として、

跡地の利活用を図る。
令和２年９月末で建物を解体し、跡地を駐車場として整備

した。
教育
総務課

12 Ｈ30
達成

坂井障害者交流センターの民間への移
譲

スマイルネットワークさかいとの協議を行い、令和元年度か
らの施設移譲を目指す。 平成３１年４月１日付で施設を譲渡した。 社会

福祉課

13 Ｒ３
達成 市営住宅⾧寿命化計画の見直し

坂井市総合計画の更新年である令和２年度にマスタープラン
と⾧寿命化計画を一体化した新しい計画の策定を目指す。
市営住宅ストックの適切な改善・管理・運営に努めるととも

に、老朽化した空き家（中筋団地等）の解体に取り組む。

令和２年度に市営住宅⾧寿命化計画を策定した。
令和３年度に中筋団地６棟の解体工事を実施したことで、

予定していた中筋団地の解体が完了した。

都市
計画課

14 方針
変更 小学校プール運用・整備計画の策定 令和２年までに小学校プール運用・整備計画を策定する。

令和元年度にプール検討委員会において運用方針を決定し
た。プール等施設は、３０年以上経過し老朽化が激しい施設
が多い。そのため、運用・整備・解体の計画策定が困難であ
る。ただ、運用の方針は決定しているため、施設の状況に合
わせたプール学習を実施していく。

教育
総務課

15 Ｒ２
達成 体育施設管理計画の策定 坂井市公共施設等総合管理計画に基づき体育施設の管理計画

の令和２年度策定を目指す。 令和２年度末にスポーツ施設マネジメント計画を策定した。生涯学習スポーツ課

16 取組中道路施設の適正な維持管理

橋梁の⾧寿命化計画を平成30年度中に策定する。
橋梁の⾧寿命化修繕計画の見直しを令和４年度中に行う。
道路照明灯については、修繕計画のとおり令和６年度までに

１４４基の補修・修繕を図り、令和８年度には全１８３基の完
了を目指す。

橋梁の⾧寿命化修繕計画見直しを行い、点検と補修工事を
実施した。 建設課

計画別取組状況（R5.2月末現在）
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No. 取組状況 実施計画 実施目標 取組内容 課名

17 取組中効果的・効率的な広報活動の推進
社会情勢の変化に対応した広報活動を推進するため、ホーム

ページや行政チャンネルによる情報発信の充実を図るとともに、
「広報さかい」の適切な発行方法について検討する。

広報誌の記事のスリム化を行い、QRコードの使用による
紙面削減に努めた。

秘書
広報課

18 取組中行政文書における性別記載欄の見直し 令和６年度までに、不要な性別記載欄のある行政文書が0にな
ることを目指す。

全庁において、性別記載欄が有る行政文書の対応調査を実
施し（現在集計中）性別記載欄の必要性について検討した。

総務課
男女共同
参画推進室

19 取組中行政文書等デジタル化の推進
行政配布文書のデジタル化による市民の利便性を向上させ、

あわせて行政の効率化を図る。登録者およびデジタル化自治体
(区)の利用促進を目指し、広くＰＲする。

「自治体サポ」（電子回覧板）を導入し、広報紙や回覧物の
デジタル化をすることで行政嘱託員の負担軽減を図った。ま
た、自治会等において説明会や登録支援を行い普及啓発に努
めた。

まちづくり
推進課

20 取組中空家等対策の推進

空家化の予防・空家の適正管理等について、空家の所有者を
はじめ、広く市民に周知を図り、専門知識や幅広いネットワー
クなどを有する民間の方々の協力を求め、空家の流通および利
活用の推進を図る。

R4.10に職員による空家実態調査を実施し、空き家の所有
者1,000人に対してアンケート調査を実施。
また、管理・活用の必要性などをまとめた空き家対策ガイド
ブックをR4.12に作成し、周知と意識の啓発に努めた。

都市
計画課

【基本方針２】市民との協働体制の強化

(１)市民とのコミュニケーションの充実

(２)地域コミュニティの活性化

No. 取組状況 実施計画 実施目標 取組内容 課名

21 方針
変更 地域づくり活動に対する支援事業の展開

各種の支援事業を展開しながら、持続ある地域づくり活動を
促進する。
令和３年度までのまちづくりカレッジ修了生輩出数 120名
・まちづくりプランミーティング実施地区 5地区
・パートナーシップ講座開催数 125回

協働のまちづくりの中心的存在であるまちづくり協議会を
中心に、テーマ・イベント型から課題解決型のまちづくりへ
の転換期を迎えており、今後は「地域課題解決型の地域づく
り活動に対する支援」として新規で取り組む。

まちづくり
推進課

22 取組中地域課題解決型の地域づくり活動に対する支援

「まちづくりカレッジ」の修了生がそれぞれの地域に参画で
きるよう促していく。
小中学校と連携し、青年期からまちづくりに関心を持ち、地

域を担う人材育成に取り組む。
まちの未来設計図(将来ビジョン)作成のための支援を行う。

R4.6.18に開講した全1２回の「第６期まちづくりカレッ
ジ」では、４２人が受講を終了し、地域における課題発見と
その解決手法やプランニングを学んだ。小中学校と連携した
「まちづくりスクール」では、地域の魅力を発見する楽しさ
やみんなで一つの事を成し遂げる楽しさを学び、人材育成に
取り組んだ。まちの未来設計図(将来ビジョン)作成のため、
アドバイザーを派遣し、自らが地域の課題に向き合う住民主
体の地域づくりを醸成した。

まちづくり
推進課

23
定型
業務
移行

コミュニティセンターの機能充実と柔軟
な運営

コミュニティセンター講座の拡充を図り、講座参加者数を増
やす。
コミュニティセンター運営協議会を全センターに設置する。
コミュニティセンター運営検討委員会において令和元年度ま

でにセンター運営について検討しまとめる。

市内26箇所のコミュニティセンターにおいて、住民ニーズ
を調査しながら講座等を実施した。
また、令和元年度末以降のコロナ禍においても自宅でコミ

セン講座が受講できるようにYouTube配信によりコミセン講
座を開講した。さらに、高齢者にニーズの高いスマホ体験講
座やパソコン教室など、デジタル化社会における講座の充実
を図った。

まちづくり
推進課

24 Ｒ１
達成 ICTによる商店街の活性化 ・統一ポイントカードの運用開始：令和元年度

・行政ポイント制度の導入：令和元年度

令和２年１月１０日から統一ポイントカードの運用開始し、
合わせて行政ポイント制度が利用できる事業の洗い出しを行
い、制度をスタートさせた。

商工
労政課

25 取組中次世代型地域交通導入の推進 現行のバス事業に要する行政負担を維持しつつ、効率性と利
便性向上を図る。

丸岡磯部地区と春江東部地区でオンデマンド型交通（乗り
合いタクシー）実証実験運行を実施し、R4.10.24からは丸岡
鳴鹿地区と春江南部地区についても運行エリアを拡大した。
R5.1.13より市内全域で運行を開始し、移動手段の利便性を
図っている。

公共交通
対策課

計画別取組状況（R5.2月末現在）
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No. 取組状況 実施計画 実施目標 取組内容 課名

26 取組中自主防災組織の充実

毎年実施する防災訓練において、各地区ごとに避難所開設運営
訓練を行い、マニュアルの見直しや、新規策定を目指す。また、
地域防災に関する出前講座や研修会等を開催し、地域防災力の向
上と自主防災組織の結成促進を図り、結成率８０％以上を目指す。

４つの小学校区において避難所開設訓練を実施し、開設運
営マニュアルの見直し、出前講座や研修会等を開催した。
【参考：年度別自主防災組織結成率】
・H29：62.05％、H30：63.86％、R1：65.40％、R2：66.1％、
R3：66.4％、R4:67.5％（R5.2現在）
【参考：年度別出前講座開催件数】
・H29：10件、H30：9件、R1：31件、R2：35件、R3：50件、
R4:39件

安全
対策課

27 Ｒ３
達成 環境団体の育成と基盤強化

環境活動団体の育成を行い、令和２年度以降には、環境活動団
体が独立して環境教室や環境講座が実施できるようにする。
(目標：育成活動補助団体数９）

活動団体が主体となり、ＣＯ2削減による地球温暖化防止、
環境教育、里山環境の整備保全、ごみの減量化、リサイクル
の推進など、様々な角度から環境に関する取り組みができた。
エコアクション補助金による支援一般団体は累計８団体と

なり、Ｒ３年度までに５団体が自主活動を行っている。

環境
推進課

(３)市民活動の推進

No. 取組状況 実施計画 実施目標 取組内容 課名

28 Ｒ１
達成 中期財政計画の策定と管理 令和元年度中の策定を目指す。 令和元年度に中期財政計画を策定した（R2～R6） 財政課

29 Ｒ３
達成 市債残高・財政指標の管理

・将来負担比率 175％以下(早期健全化基準350.0％の1/2)
・実質公債費比率 15％以下(18％以上で起債発行に国の許可が
必要となる）
・財政調整基金残高 標準財政規模の10％(大よそ22億円)以上を
維持

令和２年度までは実施目標に掲げる数値目標を維持している。
【参考：年度別将来負担比率（前年度比）】
H29：134.7％（49.7％）H30：79.8％（▲54.9％）
R1：78.4％（▲1.4％）R2：65.6％（▲12.8％）
R3：44.8％（▲20.8％）
【参考：年度別実質公債費比率】
H29：6.5％（▲0.6％）H30：6.4％（▲0.1％）R1：6.3％
（▲0.1％）R2：6.5％（+0.2％）R3：7.0％（+0.5％）
【参考：年度別財政調整基金残高】
H29：2,643百万円、H30：3,039百万円、R1：3,164百万円
R2：2,917百万円、R3：3,483百万円

財政課

30 取組中地域介護予防活動（通所）事業委託料の見直し
一人当たりの単価基準は介護サービス（総合事業通所型サー

ビスA）の利用料を上限として事業運営を目指す。

目標ラインを定めたうえで、各事業者に対し、委託料の調
整を行っている。Ｒ３よりは回復傾向にはあるが、現在も新
型コロナウイルスの影響による事業休止や活動時間の短縮な
どによる利用者数が減少している。

高齢
福祉課

31 取組中補助金の合理化 毎年度、全ての補助金について補助金等チェックシートによ
る内部検証を実施する。

すべての補助金について、内部検証を実施。Ｒ４年度末を
以って終了となる補助金については２５事業についてヒアリ
ングを行い、廃止２件、改善２件、継続２１件となった。

財政課

計画別取組状況（R5.2月末現在）

【基本方針３】持続可能な財政運営の確立

(１)歳出構造の見直し

32 Ｒ３
達成 投票区等の見直し 令和３年度を目途に、投票区等の見直しを進める。 令和２年度末までに投票区の見直しを進め、新投票区で令

和３年１０月の衆議院議員総選挙を実施した。 総務課

33 Ｒ２
達成 文書配布業務の見直し 文書配布数の減量及び配送業務費用削減を検討し早期に改善

する。

令和元年度に丸岡地区の５０世帯以下の区を対象に、配布
ボックスから配布袋に変更した。令和２年度からは坂井市全
域に拡大した。

まちづくり
推進課

4

4



No. 取組状況 実施計画 実施目標 取組内容 課名

34 R4達成見込み労働者の就業機会の確保と雇用の安定

それぞれの支援策について、所轄ハローワーク三国をはじめ
関係機関と有機的に連携するなか、広く制度内容の周知を図り
つつ、企業の積極的な活用を促す。
非正規雇用労働者を正規雇用に転換 令和６年度までに累計

６０人

令和元年度末以降、新型コロナウイルスの影響により、
UIJターンのきっかけとなる京都や大阪での就職説明会の実
施ができない状況が続いている。
【参考：商工労政課所管UIJターン補助金活用者数】
H29:0名、H30:2名、R1:1名、R2:0名、R3:4名
【参考：年度別非正規雇用の正規雇用転換者数】
H29:19名、H30:16名、R1:10名、R2:8名、R3:7名、R4:7名

商工
労政課

35 Ｒ３
達成 企業誘致による税収等の確保 助成金制度を充実し、積極的な誘致活動を実施する。

各年３企業以上の適用認定を目指す。

平成２９年度は1件にとどまったが、平成３０年以降は年
間３企業を上回る適用認定を行うことができている。
【参考：年度別適用認定件数】
H29：１件 H30：９件 R1：５件 R2：５件、R3：7件

商工
労政課

36 方針
変更 広告代理店を活用した有料広告の募集

平成３０年度より、広告代理店を活用したホームページのバ
ナー広告の募集を行う。また、広告代理店を活用した「広報さ
かい」の有料広告の募集についても検討する。

広告代理店から坂井市の広告掲載状況では利益が見込めな
いとの回答結果を受けており、継続は困難と判断した。今後
は広告主への募集強化に切り替え、収入増を見込む。

秘書
広報課

37 Ｒ３
達成

市税の収納率の向上と滞納繰越総額の縮
減

滞納繰越額を縮減することを目標とし、平成２９年度から令
和３年度までの各年度の滞納繰越額（調定額）について、
10,000千円ずつ減額し、滞納繰越額９億円台とする。

滞納繰越額（調定額）については減少してきており、令和
３年度当初の滞納繰越額は564,729千円まで縮減されている。
【参考：年度当初別滞納繰越額（調定額）】
H30：917百万円、R1：735百万円、R2：623百万円、
R3：565百万円

納税課

38 取組中税外債権の管理の適正化と徴収強化（税外未収債権の縮減）

債権の適正管理とその収入確保の必要性の下、効率的、効果
的な債権回収を行い、令和６年度までに、税外債権収入未済額
9,000千円の縮減に取り組む。

進行管理の徹底や債権回収の一元化を行うなど、収入未済
額の縮減に取り組んでいる。
【参考：年度別収入未済額】
H29：75.3百万円、H30：68.9百万円、R1：62.8百万円
R2：61.4百万円、R3：65.9百万円、R4取組中

納税課

39 Ｒ３
達成 市営住宅使用料金の収納強化

住宅使用料における滞納額を縮減することを目標とし、平成
２９年度から令和３年度末までの収入未済額について300千円ず
つ縮減し、５年間で1,500千円の縮減を目指す。

収入未済額の縮減に取り組んでいる。
【参考：年度当初別収入未済額】
H30:2,068千円、R1:1,469千円、R2:801千円、R3:919千円

都市
計画課

40 Ｒ２
達成 国民健康保険基金の確保 令和２年度末残高1億7千万円以上とする。 令和２年度末積立総額：232,482千円 保険

年金課

41 Ｒ１
達成 事業系一般廃棄物処理手数料の見直し 令和元年度から新手数料の適用を目指す。

令和元年10月に清掃センターの手数料が改定されたこと受
け、令和元年12月議会において事業系一般廃棄物処理手数料
改定の条例を上程し、議決を得た。 令和2年4月から新手数
料を適用した。

環境
推進課

42 取組中受益者負担の適正化 新型コロナウイルスの状況をみて、改定時期を検討し、使用
料等の見直しを行う。

新型コロナウイルスの影響で、使用料算定の基礎数値となる
利用者数やトータルコスト等の数値にバラつきがあり、適正
な使用料の算定が難しい状況が続いている。今後コロナの状
況を見据え、使用料改定時期の検討を進めていく必要がある。

財政課

43 取組中市有財産の適正な管理

有効利用を図ることのできない土地について貸与・売却を積
極的に促進する（R６末 累計売却額2.55億円）。また、未利用
地等の維持管理費の削減を図るため、管理の方法について、地
元と協議し管理方法の見直しを行う。

春江中筋団地跡地について12区画を売却した。
【参考：年度別土地売却額】
H29：81,762千円、H30：52,971千円、R1：22,373千円
R2：10,174千円、R3：9,757千円、R4取組中

監理課

(２)長期的かつ安定的な財源の確保

計画別取組状況（R5.2月末現在）

5
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No. 取組状況 実施計画 実施目標 取組内容 課名

44 取組中病院事業の経営改善

病院事業の経営改善を図り、スムーズな資金繰りを行うため、
内部留保資金の確保に努める。具体的には現在の一般会計から
の繰入金5億円の内、基準外繰入8千万円を現状維持することに
努めながら、内部留保資金のうち、現金・預金にかかる年度末
残高を約2億円以上確保する。

内部留保（現金預金）については、令和３年度決算で305
百万円の残高を確保した。令和４年度決算においては約500
百万円の内部留保資金が確保できる見込みである。
【参考：年度別内部留保資金（現金預金】
H28:72百万円、H29:39.9百万円、H30:0.8百万円 (見込)
R1:0.9百万円、R2:151百万円、R3:305百万円、R4:500百万円

三国病院
事務局

45 Ｒ２
達成 経営戦略策定（上下水道事業）

水道事業基本計画との整合性を図りながら、持続可能な企業
運営の確立。下水道事業計画との整合性を図りながら、持続可
能な企業運営の確立。令和２年度に経営戦略策定。

令和２年度において上下水道事業「経営戦略」を策定した。 上下
水道課

46 取組中上下水道料金等の収納強化

水道料金・下水道使用料について、きめ細やかな徴収対応や
分納等を勧奨する。また、滞納者への給水停止等滞納処分の強
化を図り、滞納者を減少させ収納率を向上、５年間で0.4％収納
率アップを目指す。

滞納者への給水停止等滞納処分の強化を行った。
【参考：年度別収納率及び前年度比】
H28：98.42％、H29：98.45％、H30：98.46％、R1：
98.74％、R2：98.73％、R3：98.75％、R4取組中

上下
水道課

(３)公営企業等の経営改善

No. 取組状況 実施計画 実施目標 取組内容 課名

47 取組中定員・人員配置の適正化
定員適正化計画に基づき、業務量にあった適正な職員数配置

と適材適所への人員配置を行う。
（R6.4.1職員数：697人）

【各年４月１日時点の職員数】
H29：689人、H30：700人、R1：689人、R2：690人、
R3：691人、R4：693人

職員課

48 Ｈ30
達成 保育士人材バンクの設置と運用

公立私立を問わず、多様化する保育ニーズへの対応や質の高
い教育・保育を安定的に供給するために、保育士人材バンクを
設置し、保育人材の確保を行う。

H３０年度に保育士バンクを設置し、市ホームページへの
掲載や新聞広告、地域の情報誌等を活用しPRに努めた。 保育課

49 Ｒ３
達成 窓口業務の改善

本庁舎整備計画に合わせ、令和３年４月から、複数課にまた
がる窓口業務の効率化（各種申請書の共有化や本人確認方法の
合理化等）を行う。

令和３年４月１日からの総合窓口システムの運用開始した。
また、令和３年８月からマイナンバーカード取得者の利便性
向上のため、取得専用窓口を設置した。

市民
生活課

50 Ｒ２
達成 庁舎整備による組織体制の見直し 庁舎整備による住民窓口業務の配置等を考慮しながら、利用

者の利便性に対応できるような組織体制とする。
庁舎整備に合わせ、関連例規を３月議会に上程し議決を得

た。令和３年４月からの新組織の体制を整えた。 総務課

51 Ｒ２
達成

ワンストップサービスを念頭に置いた庁
舎建設

本庁舎を整備にあたり、利用頻度の高い、窓口業務を１フロ
アーに集約し、庁舎利用者の利便性を図る。

令和３年３月末をもってすべての工事が完了し、新庁舎の
供用を開始した。 監理課

52 取組中「書かない窓口」「来なくてもよい窓口」への窓口変革

現在の窓口業務の業務プロセスを洗い出し、市民に負荷をかけ
ている部分や職員の負担となっている部分について業務プロセ
スの見直し、デジタル技術の活用によって解決を図るとともに、
「書かない窓口」、「来なくてもよい窓口」の導入を目指す。

R5.2.20窓口手数料のキャッシュレス化を開始した。
また、DX推進室とともに進めている「窓口改革」プロジェク
トチームにより、現状分析や課題整理を行うとともに、窓口
チェックシートの導入など、一部窓口業務のやり方の改変を
実行した。今後も窓口変革に向けて検討していく。

市民
生活課

53 Ｒ３
達成 地銀ネットワークサービスの導入

令和元年度に水道料を導入、翌年にはその検証および本格導
入に向けた準備を実施、令和3年度には他の公共料金への導入を
目指す。

水道料の支払いについては、令和元年6月から導入した。
令和3年５月からは予定通り電気料支払にも対応している。 会計課

計画別取組状況（R5.2月末現在）

【基本方針４】人材育成・組織の改革

(１)効率的な組織体制の確立
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No. 取組状況 実施計画 実施目標 取組内容 課名

54 Ｒ３
達成 事務決裁（財務関係含む）の見直し

内部の事務手続きについて、現状に即したものとし、併せて
事務を簡素化することによって、行政が本来行うべき事務事業
の充実を図る。

見積徴収の決裁区分を見直し効率化を図ったほか、文書管
理、財務会計、庶務事務システムについて、電子媒体の原本
化に向けた取り組み（基本方針の策定と文書管理規程の改
正）を進め、令和３年９月から本格運用を開始した。

総務課

55 取組中 RPAの導入促進 RPA導入事務事業に係る作業時間の短縮 １０業務についてRPAを運用し、事務作業時間の短縮に努
めた。

情報
統計課

56 取組中封入封緘機能付き高速プリンター導入による労働時間の短縮
封入封緘機を利活用する業務を30業務を目標とし、年間の労

働時間を1000時間短縮する。
Ｒ４.６に職員向けに封入封緘機のデモを実施し、複数業務

において活用している。導入による労働時間の短縮を図る。
企画
政策課

57 取組中デジタル・トランスフォーメーション（DX)の推進

坂井市におけるＤＸ※の推進を目指す。
※DX：デジタル技術を活用して、様々な課題を解決（行政サー
ビスや業務を変革）すること。

Ｒ４.７.２８DX推進本部を設置し、➀窓口改革と➁情報発
信のプロジェクトチームを発足。現状分析や課題の整理を
行った。また坂井市公式LINEアカウントを開設し、まちづく
り推進課が実施している「自治体サポ」の導入支援とともに
一体的な利用を構築した。

情報
統計課
DX推進室

58 取組中電子契約サービスの導入 令和４年１２月からの運用開始を目指す。

現在の紙契約を電子契約化し、発注者・受注者双方の負担
軽減を図るため、令和４年１２月からの施行を目標としてい
たが、現時点では、導入することによる事務処理等の課題が
あり、継続して検討する。

監理課

(１)効率的な組織体制の確立

No. 取組状況 実施計画 実施目標 取組内容 課名

59 取組中職員の意識改革と資質向上
令和６年度までにアカデミー研修受講者２５名、ふくい嶺北連
携中枢都市圏事業研修や異業種研修の受講参加を継続して行い、
職員の意識改革と資質向上の推進を行う。

新型コロナウィルスの感染状況を見極めながら、庁内研修
（延べ563名受講）を実施し、職員の資質向上に努めた。ま
た、派遣研修では、福井県自治研修所に２５８名、より高度
な研修として自治大学校、市町村アカデミー及びふくい嶺北
連携中枢都市圏等に９名の職員を派遣した。

職員課

60 取組中ワーク・ライフ・バランスの推進

①安心して出産・子育てをすることができる職場環境を整える。
②ワーク・ライフ・バランスの充実を図る。
③イクボス事業およびノー残業デーの徹底、ゆう活制度の活用
により時間外勤務の縮減に取り組む。
令和６年度末までに
①男性職員の休業取得率を25％以上、配偶者が出産した際に
休暇を取得する男性職員の割合を100％とする。
②職員一人当たりの年次休暇取得日数１２日とする。
③超勤勤務月45時間および年360時間を超える職員の割合を
0％とする。

令和４年度末時点での年間有給休暇取得日数は８．５日。
また、昨年度に引き続き新型コロナウイルスを考慮した他様
な働き方への対応のため、WEB会議の利用を推進したほか、
テレワークの実施にも取り組んでいる。
【参考：年度別有給取得日数】
H29：6.5日、H30：7.1日、R1：7.4日、R2：8.5日、
R3：7.9日、R4：8.5日
【参考：ゆう活制度延べ利用者数】
H29（7～8月）：119人、H30（7～9月）：105人、
R1（7月～9月）：108人、R2（7～10月）：453人、
R3（5～9月）253人、R4（5～9月）153人
【参考:男性職員育休取得率】R4:50％(R5.1月末現在)
【参考:配偶者出産休暇取得率】R4:83.3％（R5.1月末現在）

職員課

61 取組中女性職員の活躍促進

特定事業主行動計画に基づき、令和６年度末までに、管理的
地位にある職員に占める女性割合を40％以上、女性管理職（課
⾧職以上）の割合を25％以上にする。また、部⾧・次⾧職に女
性職員の登用を行う。

目標に定める管理的地位にある職員に占める女性割合は40％
以上、課⾧職以上の女性管理職の割合も25％を超えている。
【管理的地位（参事職）以上にある女性職員割合】
H29:36.09％、H30：33.82％、R1：35.51％、
R2：34.88％、R3：37.96％、R4:40.4％
【課⾧職以上の女性職員割合】H29：14.9％、H30：13.0％、
R1：15.9％、R2：17.4％、 R3：21.4％、R4:26.8％

職員課

計画別取組状況（R5.2月末現在）

(２)新たな時代に対応した人材育成の推進
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